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水稲は、日本における公縦蛎業法の歴史を納皿・分析し、現在巡行巾の公雛蛎業規制の緩和と改砧を課価する視点
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
ｎ
本
に
お
け
る
公
益
獅
業
法
の
歴
史
的
展
開
と
規
制
緩
和
・
規
制
改
革
（
岸
井
）
第
一
嗽
戦
前
に
お
け
る
公
硫
瓢
業
法
の
形
成
第
一
節
「
公
企
業
の
特
許
」
法
理
の
成
立
と
展
開
第
二
節
戦
前
の
特
許
法
理
の
理
論
と
現
突
飛
二
歳
占
伽
改
赦
と
戦
後
公
雛
蛎
業
法
の
展
開
第
一
節
戦
後
改
革
と
公
益
耶
業
法
の
再
編
成
は
じ
め
に 日本における公絲事業法の歴史的展開と規制緩和・規制改革
第
二
節
戦
後
公
披
馴
業
法
の
特
質
と
構
造
第三章「民営化」・「規制緩和」と公益事業法の変容
第
一
節
「
民
営
化
」
と
「
規
制
緩
和
」
の
展
開
第
二
節
一
九
八
○
－
九
○
年
代
の
改
雌
の
評
価
と
課
題
岸
）|： 
太
太
即
Hosei University Repository
法
学
志
林
第
九
十
七
巻
第
四
号
一一
はじめに、分析の対象と方法について簡脳に断っておきたい。まず、本稿で公益事業という場へ口は、伝統的な川語
法
に
従
い
、
電
力
、
ガ
ス
、
鉄
道
、
電
気
通
信
な
ど
、
サ
ー
ビ
ス
の
生
活
必
需
性
や
独
占
的
傾
向
を
理
由
に
、
参
入
や
料
金
等
に
対
す
る
規制が課されてきた事業を念頭に置く。これらは、一九八○年代から開始された民営化や規制緩和の中心的対象の一
つ
と
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
次
に
、
本
稿
は
私
企
業
に
対
す
る
規
制
を
考
察
の
中
心
に
し
、
公
営
企
業
は
正
面
か
ら
扱
わ
な
い
。
日
（１） 
本の公樅事業規制の特質がそこに典型的に一亦されていると考えるからである。岐後に本稿は、法制度の分析を中心に
据
え
る
。
こ
こ
で
法
制
度
と
い
う
場
合
、
制
定
法
が
承
要
な
出
発
点
に
な
る
が
、
そ
れ
に
と
ど
ま
ら
ず
、
制
定
法
の
バ
ッ
ク
ボ
ー
ン
に
な
っ
た
法
理
論
な
ら
び
に
、
法
律
の
実
際
の
運
用
・
実
施
の
分
析
と
検
討
を
重
視
す
る
。
こ
の
よ
う
に
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
法
律
の
基
礎
に
あ
る
規
範
論
理
や
政
策
判
断
、
並
び
に
現
実
に
法
を
動
か
し
て
い
る
ル
ー
ル
や
慣
行
を
含
め
た
法
制
度
の
全
体
像
に
迫
る
こ
と
が
で
以
下
、
一
章
で
戦
前
の
公
益
事
業
法
の
歴
史
を
概
観
し
、
つ
い
で
二
章
で
戦
後
の
公
袖
事
業
法
の
特
質
と
構
造
を
分
析
し
、
妓
後
に
三
章で一九八○－九○年代の規制の緩和・改革のもつ意味を検討するという順序で論述を進めたい。
き
る
と
考
え
る
か
ら
で
あ
る
。
第
一
章
戦
前
に
お
け
る
公
益
事
業
法
の
形
成
日本における私企業形態の公益事業法のはじまりは、一八七○年代末から投資ブームが起こった鉄道事業であった。
第
一
節
「
公
企
業
の
特
許
」
法
理
の
成
立
と
展
開
Hosei University Repository
一
八
八
○
年
、
ま
ず
Ｈ
本
鉄
道
株
式
会
社
に
特
許
条
約
諜
が
下
付
さ
れ
、
つ
い
で
こ
れ
を
一
般
化
す
る
形
で
私
設
鉄
道
条
例
二
八
八
七
（２） 
年
）
が
制
定
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
一
八
九
八
年
に
Ⅲ
商
法
が
制
定
さ
れ
〈
奉
社
設
立
の
準
則
主
義
が
確
立
し
た
の
に
伴
い
、
一
九
○
○
年
に
私
設
鉄
道
法
と
鉄
道
営
業
法
が
制
定
さ
れ
た
。
前
者
は
事
業
免
許
制
や
料
金
認
可
制
、
後
者
は
迎
送
引
受
義
務
な
ど
後
の
法
制
の
原
型
と
な
る
規
定
が
慨
か
れ
て
い
る
。
そ
の
後
、
一
九
一
九
年
に
私
設
鉄
道
法
の
過
度
に
厳
桁
な
免
許
手
続
な
ど
を
改
め
た
地
力
鉄
道
法
が
制
定
（３） 
さ
れ
、
同
法
は
「
公
企
業
の
特
許
」
と
呼
ば
れ
た
公
砧
事
業
法
の
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
と
な
っ
た
。
も
っ
と
も
、
当
時
は
瓶
事
的
皿
川
な
ど
か
ら鉄道の官設と国有化が雑木とされ（鉄道敷設法（一八九二）、鉄道国有法（一九○六））、私衡鉄道の活動の余地は地
方
な
ど
一
部
に
限
定
さ
れ
て
い
た
。
他
〃
、
私
企
業
中
心
に
発
展
し
た
電
力
事
業
で
は
保
安
や
契
約
条
件
に
関
わ
る
規
制
が
主
で
あ
り
（
電
気
事
業
取
締
規
則
二
八
九
六
）
）
、
当
初
か
ら
し
ば
し
ば
供
給
区
域
の
砿
複
が
見
ら
れ
た
。
そ
の
後
、
事
業
の
独
占
的
傾
向
を
皿
川
に
事
業
許
可
制
や
料
金
認
可
制
な
ど
の
導
入
が
試
み
ら
れ
た
が
、
政
府
の
干
渉
に
反
対
す
る
意
見
が
強
く
、
’
九
二
年
魎
気
事
業
法
で
は
、
屯
線
路
の
建
設
・
保
守
に
関
わ
る
道
路
・
土
地
等
の
利
川
特
権
の
付
与
、
不
当
な
料
金
の
改
善
命
令
の
導
入
が
な
さ
れ
る
に
と
ど
ま
っ
た
。
一
方
、
ガ
ス
醜
業
に
お
い
て
は
、
第
一
次
大
戦
後
の
不
況
下
で
倒
雄
・
合
併
が
机
次
い
だ
こ
と
、
従
来
平
業
規
制
の
役
割
を
果
た
し
て
き
た
地
方
公
共
剛
体
と
事
業
者との間の特許契約（「報悩契約」）を巡って各地で紛争を生じたことなどから、一九二三年瓦斯事業法が制定された。
同
法
は
、
事
業
の
健
全
な
発
達
と
独
占
の
弊
害
の
除
去
を
月
的
と
し
て
、
事
業
許
可
制
、
料
金
認
可
制
、
供
給
義
務
な
ど
を
包
播
的
に
規
定
し
、
公
縦
事
業
法
と
し
て
は
当
時
肢
も
稚
備
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
た
だ
し
、
料
金
規
制
な
ど
に
つ
い
て
は
市
町
村
の
報
倣
契
約
に
（４） 
よ
る
規
制
を
邸
菰
す
る
内
容
と
な
っ
て
お
り
、
国
の
介
入
の
余
地
は
尖
際
に
は
限
定
さ
れ
て
い
た
。
一
九
二
九
年
に
金
融
恐
慌
が
起
こ
る
と
、
不
況
か
ら
の
脱
Ⅲ
の
た
め
に
カ
ル
テ
ル
を
利
川
す
る
動
き
が
広
ま
っ
た
。
そ
し
て
一
九
三
一
Ⅲ
木
に
お
け
る
公
益
那
業
法
の
歴
史
的
腿
開
と
規
制
緩
和
・
規
制
改
革
儒
井
）
一『一
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四
年に諏要産業統制法が制定され、「産坐企画理化」を放印に、政府によるアウトサイダー規制を含む強力なカルテル推
進政策が採用されることになった。この動きと平行して、公益事業法制も一気に傾城を拡大し規制的な色彩を強める
（５） 
ことになる。まず、’九一二｜年に瓦斯事業法が改正され、料金や増資に関する国の監督権が強化されて、市町村の報
償契約の規制上の意義は大きく削減されることになった。次に、同年に電気事業法が大幅に改正され、事業許可制・
料金認可制・供給義務を含む包括的規制が導入された。さらに同年、鉄道事業との調整を意図して自動車交通事業法
が
制
定
さ
れ
、
路
線
パ
ス
事
業
な
ど
に
那
業
免
許
制
が
導
入
さ
れ
た
。
か
く
し
て
、
適
気
・
ガ
ス
・
近
路
迎
送
と
い
う
代
表
的
な
公
維
事
業
法
制
の
原
型
が
、
一
九
三
一
年
に
一
挙
に
Ⅲ
そ
ろ
う
こ
と
に
な
っ
た
。
以
上
の
よ
う
な
、
地
方
鉄
道
法
に
始
ま
る
戦
前
型
の
「
公
企
業
の
特
許
」
法
理
の
最
大
の
特
徴
は
、
当
該
事
業
に
つ
い
て
は
同
家
が
専
属
的
に
経
営
権
を
有
し
、
事
業
の
免
許
な
い
し
許
可
に
よ
っ
て
そ
の
経
営
権
が
特
定
人
に
授
与
さ
れ
る
と
い
う
「
国
家
独
占
」
の
考
え
方
に
立
っ
て
い
た
こ
と
で
あ
る
。
従
っ
て
、
公
抽
を
理
川
と
す
る
事
業
の
免
許
・
許
可
の
撤
回
は
当
然
の
こ
と
と
さ
れ
、
ま
た
政
府
に
よ
る
強制符皿条項（地力鉄道法三七条、遜気事業法二八条）や買収条項（地方鉄道法三○条以下、瓦斯事業法一七条、屯
気那業法二九条等）が規定されるなど、強力なコントロールが可能な仕組みになっていた。
そ
の
後
、
こ
の
よ
う
な
形
で
一
般
化
し
た
特
許
法
制
の
多
く
は
、
恐
慌
脱
出
と
戦
争
準
術
を
念
頭
に
お
い
た
国
家
総
動
員
法
（
一
九
三
八年）の制定と前後して、よりいっそう国家介入的色彩の強い規制に道を譲っていった。すなわち、電力事業につい
ては、軍部や革新官僚を中心に電力の国家管理が主張され、一九三八年に電力管理法ほか三法が成立した。そして、
民
間
の
発
電
所
・
送
電
設
備
の
出
資
・
買
収
に
よ
り
政
府
が
管
理
す
る
日
本
発
送
電
株
式
会
社
が
設
立
さ
れ
、
同
社
が
発
電
・
送
電
事
業
（６） 
の大部分を占めることになった。また、迎輸業では、一九一一一八年に陸上交通事業調雅法が制定され、私鉄やトラック
Hosei University Repository
（１）邪兆法の展川と特許法皿
戦
前
の
「
公
企
業
の
特
許
」
の
法
皿
は
、
〃
特
許
と
許
可
“
の
二
分
論
か
ら
Ⅲ
発
し
、
公
企
業
の
特
詐
の
対
象
と
さ
れ
た
醜
業
は
、
通
常
の
警
察
許
可
と
異
な
り
、
国
家
に
経
営
権
が
専
属
す
る
同
家
独
占
事
業
で
あ
る
と
し
、
た
だ
旧
家
が
向
ら
こ
れ
を
経
営
す
る
こ
と
が
週
（８） 
当
で
な
い
事
情
が
あ
る
た
め
に
、
特
定
の
企
業
者
に
そ
の
経
営
の
権
利
が
授
与
さ
れ
る
と
い
う
構
成
を
と
っ
て
い
た
。
こ
こ
で
国
家
独
占
と
い
う
意
味
は
、
経
済
上
の
独
占
と
い
う
意
味
で
は
な
く
、
法
的
に
国
家
に
経
営
権
が
留
保
さ
れ
て
い
る
と
い
う
意
味
で
あ
る
。
そ
し
て
、
特
許
に
よ
っ
て
本
来
目
巾
で
は
な
い
国
家
事
業
を
行
い
う
る
「
特
椛
」
が
事
業
者
に
設
定
さ
れ
る
と
す
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
法
理
論
を
係
川
す
る
こ
と
の
意
味
は
次
の
点
に
あ
る
。
節
一
に
、
Ｎ
家
に
経
憐
椛
が
制
保
さ
れ
る
根
拠
は
事
業
の
公
共
性
と
独
占
的
傾
向
に
求
め
ら
れ
、
国
家
は
こ
の
よ
う
な
邪
業
を
人
災
の
袖
祉
の
た
め
に
枇
概
的
に
慌
将
・
規
制
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
る
。
節
二
に
、
そ
こ
で
は
邪
業
者
に
醜
業
活
動
の
自
川
－
徴
業
の
日
Ⅲ
ｌ
は
認
め
ら
れ
な
い
。
経
悩
椛
は
も
と
も
と
川
家
に
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
従
っ
て
、
平
業
者
に
（９） 
事
業
遂
行
義
務
が
課
せ
ら
れ
、
ま
た
規
制
に
際
し
て
脚
家
に
広
範
な
栽
城
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
は
当
然
の
こ
と
と
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
公
企
業
の
特
許
法
皿
は
、
規
制
の
根
拠
を
事
業
の
公
共
性
・
独
占
性
に
岡
き
つ
つ
、
平
業
者
の
営
業
の
自
川
を
否
定
し
て
、
画
家
に
広
範
な
介
入
の
根
拠
を
与
え
る
法
皿
論
だ
っ
た
の
で
あ
る
。
Ⅲ
本
に
お
け
る
公
砧
叩
兆
法
の
歴
史
的
歴
側
と
規
制
綴
和
’
規
制
改
状
（
峠
艸
）
・
Ｌ
ｌ
 
６
含
め
た
交
通
那
業
全
般
に
つ
い
て
、
合
併
や
区
域
協
定
を
通
じ
る
Ｎ
家
の
手
に
よ
る
覗
業
の
災
巾
・
独
占
化
が
進
め
ら
れ
る
と
共
に
、
一
九
四
一
年
に
は
、
動
血
交
通
覗
業
法
が
改
正
さ
れ
、
タ
ク
シ
ー
や
ト
ラ
ッ
ク
迎
送
に
も
事
業
免
許
制
が
拡
大
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
戦
時
（７） 
下
に
お
い
て
は
迎
輸
事
業
の
粧
皿
・
統
合
が
強
力
に
批
進
さ
れ
た
。
第
二
節
戦
前
の
特
許
法
皿
の
理
論
と
現
突
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節
几
十
七
猶
節
川
勝
一ハ
し
か
し
、
公
企
業
の
特
許
に
該
当
す
る
と
さ
れ
た
個
々
の
法
律
が
、
火
際
に
ど
の
よ
う
な
形
で
迎
川
さ
れ
て
い
た
か
は
ま
た
別
の
問
題
である。そもそも初期の特許条約件においては、耶業者に対して政府が土地・資金などの援助を与えることが契約の
敢要な条件とされ、補助や保護を与える代わりに事業経営に関する諏々の義務を課するという関係が成立していたが、
（川）
（Ⅱ） 
この誕叩皿は、その後も民営鉄道に対する各稲の柵肋、あるいはガス瓢業における市町村の報依契約などにおいて火矼
的に生きていたからである。そこでは、特権の供与と義務の賦課とが州互的な取引関係に立っており、政府による規
制
は
、
法
川
論
止
の
建
前
と
は
異
な
り
、
班
業
者
に
対
し
て
各
加
の
椛
袖
や
保
謎
を
提
供
す
る
こ
と
と
引
き
換
え
に
行
わ
れ
る
と
い
う
〃パーゲニング〃の側而を汀していた。
こ
の
よ
う
な
側
面
は
、
恐
慌
期
に
事
業
法
が
成
立
し
た
電
力
・
向
動
車
運
送
に
お
い
て
新
た
な
形
で
展
開
す
る
。
ま
ず
電
力
事
業
に
お
いては、電気事業法の制定と平行してカルテル組織である電力連盟が結成され、事業法による供給区域や料金などの
（肥）
規制はそのカルテルを前提にしこれに依拠して行われることになったた。また、ｎ動車交通事業法の運川も、交通機
関
Ⅲ
Ⅲ
川
の
競
争
を
制
限
し
て
効
申
的
な
迎
輸
体
系
を
め
ざ
す
と
い
う
交
通
調
狼
の
考
え
〃
が
於
礎
に
樋
か
れ
、
事
業
者
側
の
協
定
に
（川）
よって略線・区域などの洲縦することが耐祝されていた。このように、カルテル立法である飛喫箙業統制法と皿勅し
（Ｍ） 
て本職ｗ的に確立した戦前の特誹邨妖皿においては、地力や迎輸に皿咽的に示されるように、カルテルによる恥蛾懇、の利
（旧）
瞥洲樅を》川捉として規制を（汀うという傾向が明確に川てきたのである。
（２）戦時統制経済と特許法皿
それでは次に、その後の戦時経済体制への移行が、このような「公企業の特許」法理の展冊とどのような関係に立
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敗
戦
と
そ
れ
に
つ
づ
く
迎
合
国
に
よ
る
占
伽
が
始
ま
る
と
、
迎
合
川
総
司
令
部
（
Ｇ
Ｈ
Ｑ
）
は
財
閥
解
体
・
股
地
改
革
・
労
働
改
故
な
ど
の
”
絲
済
比
主
化
“
政
簸
を
強
〃
に
批
進
し
た
。
そ
し
て
、
公
樅
那
業
に
つ
い
て
も
、
戦
時
統
制
を
解
除
し
て
独
占
禁
止
法
（
一
九
川
七
）
や
過
度
経
済
力
災
中
排
除
法
二
九
四
七
）
を
制
定
す
る
の
と
平
行
し
て
、
制
度
の
抜
本
的
な
改
革
が
試
み
ら
れ
た
。
ま
ず
、
一
九
四
七
年
に
パ
ス
・
ト
ラ
ッ
ク
運
送
・
タ
ク
シ
ー
に
つ
い
て
道
路
運
送
法
が
制
定
さ
れ
た
。
同
法
は
事
業
免
許
制
・
料
金
認
可
制
・
迎
送
引
受
義
務
な
ど
を
包
折
的
に
定
め
た
が
、
事
業
免
許
の
雌
準
を
緩
机
・
川
碓
化
し
て
〃
不
当
な
戟
争
を
引
き
起
こ
す
お
そ
れ
〃
が
な
い
限
り
免
許
を
与
え
る
こ
と
と
す
る
な
ど
、
許
認
可
や
命
令
の
発
動
要
件
を
具
体
的
に
規
定
し
て
い
た
。
ま
た
祁
近
府
以
知
覗
の推鮒による「道路迎送委阯会」を識慨して大臣にその怠兇の靭砿を求めるなど、法治主義と適正手続を耐視する仕
組
み
を
採
川
し
た
。
さ
ら
に
、
一
九
四
九
年
に
迎
輸
省
が
設
慨
さ
れ
る
の
に
伴
い
、
ア
メ
リ
カ
の
州
際
通
商
委
貝
会
（
Ｉ
Ｃ
Ｃ
）
を
参
考
に「迎輸瀞議会」が設立され、鉄道ｐ悔迎．、動來迎送の全般に渡って許認可・命令に際しての審議会への諮問を義
務づけ、適正手続の徹底を図ろうとした。つぎに電力については、一九五○年に国家管理を終わらせⅡ本発送遜を九
つ
の
地
域
電
力
会
社
に
再
編
成
す
る
（
電
気
事
業
再
編
成
令
）
と
と
も
に
、
公
益
事
業
令
が
制
定
さ
れ
た
。
同
令
は
ガ
ス
事
業
も
対
象
と
し、聯業許可や料金認可の雌準や命令の要件を糖術するだけでなく、アメリカの州の規制をモデルにした「公碓事業
第
二
章
占
価
改
革
と
戦
後
公
益
事
業
法
の
展
開
第
一
節
戦
後
改
革
と
公
益
事
業
法
の
再
編
成
法
学
志
林
輔
九
十
七
巻
節
Ⅲ
り
八
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委
且
会
」
を
設
立
し
て
規
制
に
当
た
ら
せ
る
こ
と
に
し
、
そ
こ
で
は
規
則
の
制
定
や
処
分
に
先
立
つ
公
開
の
事
前
聴
聞
手
続
が
詳
細
に
規
定されていた（公樅駆業令六○条以下）。
し
か
し
、
占
緬
下
で
試
み
ら
れ
た
こ
れ
ら
の
改
革
は
、
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
条
約
に
よ
っ
て
日
本
が
主
権
を
回
復
す
る
前
後
か
ら
、
日
本
の
実
態
に
合
わ
な
い
、
手
続
き
が
煩
雑
で
あ
る
等
の
理
由
で
次
々
と
後
退
さ
せ
ら
れ
て
い
く
。
ま
ず
、
一
九
五
一
年
の
道
路
運
送
法
の
改
肛
で
、
耶
業
免
許
の
於
地
と
し
て
柵
給
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
す
る
こ
と
が
明
示
さ
れ
、
つ
い
で
一
九
Ⅱ
三
年
の
改
正
で
は
、
道
略
迎
送
委
ｕ
会
が
迎
輸
省
（
陸
迎
局
）
の
下
に
あ
る
自
動
車
迎
送
協
議
会
に
改
組
さ
れ
、
委
且
の
数
も
半
城
し
た
。
そ
し
て
、
協
議
会
自
体
も
一
九
七
一
年
の
改
正
で
廃
止
さ
れ
た
。
次
に
、
地
力
・
ガ
ス
の
公
縦
事
業
委
貝
会
は
、
設
立
後
側
も
な
い
一
九
Ⅱ
二
年
に
占
緬
下
の
各
緬
行
政
委
貝
会
が
廃
止
さ
れ
る
と
同
時
に
廃
止
さ
れ
、
規
制
椛
限
が
通
雌
省
の
公
樅
事
業
局
に
移
さ
れ
る
と
と
も
に
、
手
続
も
而
索
化
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
一
九
五
三
年
に
ガ
ス
事
業
法
が
、
ま
た
一
九
六
五
年
に
は
電
気
事
業
法
が
制
定
さ
れ
、
先
の
道
路
迎
送
法
と
共
に
戦
後
の
公
益
（幻）
事業法制のモデルとなっていった。
こ
の
よ
う
に
し
て
確
立
し
た
戦
後
狐
の
公
俄
馴
業
法
に
お
い
て
は
、
後
述
す
る
よ
う
に
「
旧
家
独
占
」
論
に
た
つ
戦
前
の
「
公
企
業
の
特
許
」
法
皿
の
考
え
方
は
否
定
さ
れ
た
が
、
他
力
で
、
競
争
制
限
的
な
事
業
の
免
許
・
許
可
制
と
料
金
認
可
制
と
い
う
規
制
手
法
が
維
持
・
発
展
さ
せ
ら
れ
、
禰
給
バ
ラ
ン
ス
を
者
噸
し
て
珈
業
打
の
数
を
制
限
す
る
「
柵
給
訓
狼
要
件
」
が
規
定
さ
れ
る
と
と
も
に
、
料
金
認
可
に
つ
い
て
は
原
価
主
義
に
も
と
ず
く
「
公
疋
報
酬
率
規
制
」
が
一
般
化
し
て
い
っ
た
。
そ
の
後
、
両
度
経
済
成
長
を
経
る
な
か
で
粁
干
（Ⅲ） 
の法律の制定や法改正の動きはあったが、一九八○年代までのほぼ一二○年の間、その制度の基本的な骨格はほとんど
（”） 
変わらなかった。
Ⅲ
本
に
お
け
る
公
益
瓢
乗
法
の
鵬
史
的
腿
側
と
規
制
緩
和
・
規
制
改
縦
（
岸
井
）
几
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第
一
に
、
過
度
経
済
力
災
巾
排
除
法
で
試
み
ら
れ
た
、
戦
時
経
下
の
企
業
の
縦
班
・
統
合
に
よ
っ
て
独
占
化
が
進
ん
だ
醜
業
に
お
け
る
経
済
〃
災
の
排
除
と
競
争
促
進
の
問
遡
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
人
為
的
な
災
巾
化
は
、
国
家
筒
皿
が
行
わ
れ
た
砿
力
事
業
に
お
い
て
顕
杵
（別）
で
あ
る
が
、
迦
輸
事
業
や
ガ
ス
事
業
に
お
い
て
も
類
似
の
状
況
が
あ
っ
た
。
し
か
し
、
周
知
の
よ
う
に
集
中
排
除
法
に
よ
る
指
定
の
多
く
（窃）
は
解
除
さ
れ
、
改
革
は
不
徹
底
な
も
の
に
終
わ
っ
た
。
こ
の
点
で
は
、
日
本
発
送
電
が
解
体
さ
れ
て
九
電
力
体
制
に
移
行
し
た
電
力
事
業
（妬）
においても、戦砂川の地力公営企業の復一工が否定されるなどして、股終的には、地域ごとの電力会社が発晒から送配屯
（
１
）
法
理
論
の
転
換
と
公
樅
聯
業
法
改
革
の
限
定
性
ま
ず
法
皿
論
に
つ
い
て
見
る
と
、
鴬
業
の
向
山
の
制
限
の
馴
剛
論
と
し
て
の
「
公
企
業
の
特
許
」
と
い
う
考
え
〃
は
残
さ
れ
た
が
、
戦
前
の
特
許
法
皿
の
錐
礎
に
あ
っ
た
国
家
独
占
論
は
否
定
さ
れ
、
買
収
条
項
や
強
制
管
理
条
項
が
姿
を
消
す
と
と
も
に
、
事
業
の
免
許
な
い
し
許
可
の
一
方
的
な
撤
回
の
制
限
や
、
事
業
者
に
対
す
る
改
讐
命
令
の
発
動
要
件
の
厳
格
化
な
ど
、
事
業
者
の
権
利
と
営
業
の
向
山
を
尊
（幻）
菰
す
る
構
成
に
松
換
し
た
点
が
岐
大
の
変
化
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
こ
れ
に
よ
っ
て
、
規
制
機
関
が
特
許
企
業
で
あ
る
こ
と
を
皿
川
に
し
て
蛎
業
活
勁
に
無
制
約
か
つ
広
範
に
介
入
す
る
可
能
性
は
失
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
し
か
し
他
力
で
、
占
価
改
革
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
多
く
は
不
十
分
な
ま
ま
終
わ
っ
た
。
戦
後
の
法
制
度
を
理
解
す
る
に
は
、
ま
ず
こ
の
点
を見ておく必要がある。
そ
れ
で
は
、
敗
戦
と
占
伽
改
革
を
経
た
戦
後
の
公
維
事
業
法
制
は
、
如
何
な
る
特
質
・
描
造
を
有
す
る
よ
う
に
な
っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
第
二
節
戦
後
公
益
耶
業
法
の
特
質
と
描
造
法
学
志
林
第
九
十
七
巻
第
四
号
一
○ 
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までを一元的に符皿する強川な飛仙統合の体制が確立する結果となった点に注怠せねばならない。
第
二
に
、
競
争
の
促
進
に
と
っ
て
砿
要
な
独
占
禁
止
法
の
適
川
の
問
題
が
あ
る
。
独
禁
法
は
公
彼
事
業
に
つ
い
て
の
適
川
除
外
規
定
（二一条）を設けていたが、これは、法的に創出された独占的地位それ自体は述法に問えないことを確認する規定に
すぎず、公益事業分野であっても独禁法に違反するカルテル・企業結合や経済力の濫用行為は規制できるというのが
（幻）
立法当初の考え方であった。しかし、実際には戦後長い間、監督官庁の規制権限が及ぶ範囲では、独禁法述反行為が
（配）
あ
っ
て
も
公
正
取
引
委
貝
会
に
よ
る
規
制
が
川
難
な
状
況
が
続
い
た
。
飾三に、規制機側の組織と手続の問題がある。先に見たように、占伽終結後、適疋手続を頑祝した行政委且会方式
が否定されて、省の部局による規制権限の行使が一般化していった。これは、晒力・ガスの公砧事業委且会の廃止に
典型的に示されているが、占傾終了後も存続した運輸審議会などにおいても、その審査は形式化していった。そこで
はまた、道路運送で試みられた委員の人選などを通じる地方自治体の制度的な関与が否定され、規制権限が中央官庁
に一元的に集中される体制が維持されることになった。
紺局、戦後改革を通じる公倣叩業法のＷ編成は、当初の改赦のプログラムからみると大きく後退し、中途半湘なも
のに終わった。
（
２
）
カ
ル
テ
ル
・
事
業
者
団
体
を
利
用
し
た
法
運
用
このような不徹底な改革の中で、「カルテル・事業者団体利用型」とも呼ぶべき公益事業法の運用がなされる傾向
（”） 
が
見
ら
れ
た
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
す
で
に
多
く
の
脂
摘
が
あ
る
が
、
改
め
て
そ
の
仕
組
み
を
モ
デ
ル
化
し
て
樅
皿
す
る
と
、
次
の
よ
う
Ⅱ
本
に
お
け
る
公
俶
川
兆
法
の
脈
史
的
恨
側
と
規
制
綬
和
・
規
制
凶
岫
（
峠
と
一一
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第
一
に
、
当
該
規
制
分
野
に
お
け
る
免
許
な
い
し
許
可
事
業
者
は
比
較
的
同
定
さ
れ
て
お
り
、
新
規
参
入
や
メ
ン
バ
ー
の
交
代
は
あ
ま
り
生
じ
な
い
。
こ
の
よ
う
な
閉
錨
的
な
性
絡
は
、
Ⅵ
接
的
に
は
需
給
調
松
を
伴
う
事
業
免
許
・
許
可
制
に
よ
っ
て
担
保
さ
れ
て
い
た
が
、
特
に
集
中
化
が
進
み
事
業
の
独
占
が
確
立
し
て
い
る
分
野
、
ま
た
次
に
述
べ
る
事
業
者
団
体
の
組
織
化
が
進
ん
で
い
る
分
野
で
は
、
法
律
の
規
定
上
は
参
入
が
可
能
な
場
合
で
も
こ
れ
が
抑
制
さ
れ
る
傾
向
が
強
か
っ
た
。
第
二
に
、
免
許
・
許
可
事
業
者
は
、
ほ
と
ん
ど
の
場
合
（鋤）
（別）
〃珈業打剛体“を組織してⅢ皿に怖州の交換や怠兄の形成をＮり、←、政による規制に影郷〃を行使している。その場
合
、
例
え
ば
料
金
の
改
訂
や
新
規
参
人
な
ど
の
規
制
上
取
要
な
問
題
に
つ
い
て
は
、
瓶
染
打
側
の
イ
ニ
シ
ャ
テ
ィ
ブ
で
附
柵
・
デ
ー
タ
の
収
集
と
整
理
が
な
さ
れ
、
行
政
側
は
こ
れ
を
ベ
ー
ス
に
規
制
の
方
針
や
内
容
を
決
定
す
る
と
い
う
傾
向
が
見
ら
れ
る
。
第
三
に
、
そ
こ
で
規
制
の
方
針
や
内
容
を
決
定
し
て
い
く
過
程
に
お
い
て
は
、
行
政
と
事
業
者
団
体
と
の
間
で
、
繰
り
返
し
交
渉
と
取
引
（
パ
ー
ゲ
ニ
ン
グ
）
が
な
さ
れ
て
い
く
。
こ
れ
を
公
樅
覗
業
規
制
に
お
い
て
し
ば
し
ば
争
点
と
な
っ
た
料
金
改
訂
（
価
上
げ
）
に
つ
い
て
見
る
と
、
ま
ず
、
料
金
の
改
訂
の
是
非
や
時
川
の
如
何
が
あ
ら
か
じ
め
行
政
と
叩
業
打
（
川
休
）
の
川
で
非
公
式
に
議
論
さ
れ
、
つ
い
で
そ
れ
を
通
じ
て
一
定のコンセンサスが成立した段階で初めて、瓢業者側からの認可巾論がなされる。そこでは、個別巾請・個別認可の
仕組みであるにもかかわらず、多くの場合各事業者一斉に、またほぼ同額の改訂巾請がなされる。そして、行政は消
費
者
・
ユ
ー
ザ
ー
サ
イ
ド
の
価
上
げ
に
反
対
す
る
意
見
や
圧
力
に
配
噸
し
て
巾
諦
内
容
を
修
正
し
、
岐
終
的
な
認
可
を
与
え
る
こ
と
に
な
（鋤）る。
ま
た
、
需
給
調
縦
と
の
関
係
が
問
題
に
な
る
新
規
参
人
に
つ
い
て
見
る
と
、
例
え
ば
道
路
迎
送
で
は
、
事
業
者
団
体
な
ど
を
利
川
し
（鋼）
て路線や地域の割り振り・調縦がおこなわれた後、新規の免許申請がなされることがしばしば行われた。そこでは（汀
政は、このようなパーゲニングの結果を追認する形で、肢終的に免許を与えることになるのである。
なものである。 法学
志
林
輔
九
十
七
巻
第
円
号
一 一一
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（
３
）
戦
後
改
革
の
不
十
分
性
の
影
響
こ
の
よ
う
な
カ
ル
テ
ル
・
事
業
者
剛
体
利
川
皿
の
法
迦
川
が
形
成
さ
れ
る
に
あ
た
っ
て
、
は
じ
め
に
述
べ
た
戦
後
改
革
の
後
退
・
不
十
分
さ
が
爪
要
な
要
因
と
し
て
作
川
し
て
い
る
こ
と
は
容
易
に
見
て
取
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
点
を
、
制
度
的
側
而
に
鱒
点
を
当
て
て
検
Ⅲ
本
に
お
け
る
公
彼
耶
業
法
の
朕
史
的
展
開
と
災
制
緩
和
・
規
制
改
状
原
と
一一一一
胸とHfはち児避〃《を１０１れへ敗さ邪多ら｜］１返が迎与待たり節をれ業くも体りⅢｌ川えす。四
もて法の独をと侍がるるすに
たいの場占通しで、ここな、
らたｉｉＺ合禁じてき先ととわ以
す。）１１、」上る、るにががち」：
鰯１K群繩：：|iii錘；
な、例ｌ］原論かそ（庁Plj、なつＪ１ｊ産体則のら、’の業ｎｌｉ法:；$ii：il1ii＃；嚥織ｉｉは行前し法価鍍はグあ許・お宮政提たと絡歩行をり可許いうとにりさ力を政成企’よ可て
まのし行れルリ｜と立業一をは
で緬九政るテきのさ侭ＩｉＷｉ受、６満、指悪ル１１１パせ産のけ免
なをこ導セヒでし１るは営た許剛埋ｉｉｉ；flM；繩繊ドさなと行ま宮グ要失的は許ら力し為たハ：になｌｋな、Ｔリ
にルたで路と応役でヤ|：経ｊｌｉ政テリあ線しじ；ｌｉｌｌあ桁営業ｉｆﾄﾞルするやてるをるをが者家・る。地のの采とイ丁恕の
が事事あ域ＩｉＩｉでた意すへ化司そ業業るの’１あし識るどし倒の者者い楼をりてさ・たｉｉｉ
パＩＪＩ間はみ保、いれ他陽ｌｎ１１体の、分つ他るる刀合避ゲネリ協ｌﾘ］けこ刀。。、に￣
二川調確はと行すそ行倒がン１１１１行なＴｌＴが政なし政産行グの動述場で（よわてに｜Ⅱ｜政
にパが反分き、ち、と避・
ｌＨ１Ｉ存行割る例、こつの企
与ゲ在為力の産いのてた業すニしはルで回ざよはめ双
るンてなテあ避とう、の刀こグい〈ルるのいなそ（采にとがるとで・たう例の没とで当・もあめ’11ｒ産よをつ
、然戦、つののｌＬＩｌう行て政の後そて保倒避な政而汁↑このこ、弧産型保か視「、と公にどの１回１の謎らさ
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まず第一に、経済力集中排除の不徹底さは、寡占的な少数の企業に免許ないし許可事業者を固定化する菰要な要因
と
し
て
作
用
し
た
。
ま
た
そ
れ
は
、
戦
時
経
済
下
に
整
理
・
統
合
さ
せ
ら
れ
た
地
方
公
営
企
業
や
地
方
の
民
間
企
業
の
復
活
を
阻
止
す
る
ことにより、戦前に見られた地方自治体単位での独自規制の可能性を堀崩し、中央に一元化された閉鎖的なパーゲーー
ン
グ
を
生
み
出
す
条
件
を
作
り
出
し
た
。
第
二
に
、
公
益
事
業
分
野
へ
の
独
禁
法
の
適
川
の
事
実
上
の
排
除
は
、
カ
ル
テ
ル
・
事
業
者
団
体
を
利
用
し
た
バ
ー
ゲ
ニ
ン
グ
を
生
み
出
し
た
直
接
の
制
度
的
要
因
で
あ
る
。
そ
こ
で
公
取
委
に
よ
る
積
極
的
な
法
運
用
が
な
さ
れ
て
い
れ
ば
、
許
認
可
の
申
請
に
お
け
る
斉
一
的
行
動
や
、
事
業
者
団
体
に
よ
る
新
規
参
入
の
調
整
な
ど
は
容
易
に
は
可
能
で
な
か
っ
た
は
ず
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
独
禁
法
の
適
用
が
法
的
に
排
除
さ
れ
て
い
た
の
で
は
な
い
か
ら
、
建
前
と
し
て
は
公
取
委
は
い
つ
で
も
規
制
が
可
能
な
は
ず
で
あ
っ
た
。
そ
れ
が
で
き
な
か
っ
た
の
は
、
独
禁
法
や
競
争
政
筑
が
社
会
的
に
定
着
し
て
い
な
い
条
件
の
も
と
で
、
行
政
委
員
会
に
代
わ
っ
て
復
活
し
た
省
の
規
制
権
限
が
事
実
上
、
当
該
事
業
分
野
に
対
す
る
排
他
的
な
管
轄
権
と
し
て
機
能
し
、
行
政
機
関
と
し
て
歴
史
の
浅
い
公
取
委
が
こ
れ
に
に
立
ち
（鋤）
入
る
こ
と
が
川
難
で
あ
っ
た
点
が
菰
要
で
あ
る
。
節
三
に
、
行
政
委
貝
会
の
廃
止
に
よ
っ
て
適
正
手
続
が
大
き
く
後
退
し
た
こ
と
も
、
カ
ル
テ
ル
を
利
川
し
た
法
迎
川
を
容
易
に
し
た
。
まず、権限発動にあたっての事前の行政手続が不服審査のレベルにとどめられ、利害関係者が公開の場で議論する機
会が失われた。さらに、公益事業委員会などについて明文化されていた規則の策定についての事前の聴聞手続がなく
な
り
、
規
制
官
庁
が
制
定
す
る
政
・
省
令
や
通
達
な
ど
に
よ
っ
て
、
法
迎
川
の
具
体
的
な
内
容
や
細
目
を
決
定
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
その結果、公開や参加の手続を通じてカルテルやパーゲーーングをチェックする機会は失われることになった。その場
討してみよう。 法学
志
林
第
九
十
七
巻
第
四
号
一
四
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（
４
）
戦
後
の
公
益
事
業
法
理
の
果
た
し
た
機
能
そ
れ
で
は
、
こ
の
よ
う
な
カ
ル
テ
ル
・
事
業
者
剛
体
利
用
型
の
法
述
川
の
巾
で
、
Ｎ
家
に
よ
る
経
営
権
の
独
占
と
い
う
考
え
方
を
否
定
した戦後の「公企業の特許」法剛の転換は、どのような役割と意味をもったのであろうか。結論から先に述べると、
（鋤）
戦後の公抽事業法理は、カルテル利用型の法連川に対して十分な抵抗力がなかったと一一二口わざるを得ないのである。
まず第一に、戦後法理は、国家に対する私人ｌ具体的には事業者ｌの権利（営業の自由）を確保することに主眼の
一
つ
を
置
い
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
国
家
独
占
説
の
核
で
あ
っ
た
自
由
裁
量
論
が
俎
上
に
乗
せ
ら
れ
、
事
業
の
免
許
な
い
し
許
可
の
撤
回
（扣）
は公雑を理巾とする場ムロでも事業者に対する補償が必要であるとされ、また業務改善命令等についても「社会経済事
怖に照らして著しく不適切」（磁気事業法二三条）というような厳格な発動要件が規定された。その結果、実務の迎
川
に
お
い
て
は
既
存
歌
業
者
の
免
許
・
許
可
が
更
新
さ
れ
な
い
こ
と
は
ま
れ
で
あ
り
、
ま
た
料
金
改
定
命
令
な
ど
の
発
動
も
き
わ
め
て
例
（机）
外的なものとされることになった。結局そこでは、業界メンバーの同定性とあいまって、既存の免許・許可事業者の
地
位
が
既
得
権
的
な
性
格
を
帯
び
る
結
果
を
招
く
こ
と
に
な
っ
た
。
第二に戦後法理では、需給調狼によって事業者に独占的地位が保障されることは当然の前提とされ、事業者にその
よ
う
な
特
権
的
な
地
位
が
付
与
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
、
公
共
の
福
祉
の
観
点
か
ら
の
規
制
を
可
能
に
す
る
根
拠
と
さ
れ
て
い
た
。
す
な
わ
川
本
に
お
け
る
公
縦
耶
紫
波
の
歴
史
的
展
開
と
規
制
溌
和
・
規
制
蝋
雌
（
岸
と
一五
合
、
利
害
関
係
者
や
有
識
者
が
参
加
す
る
瀞
議
会
と
い
う
形
で
議
論
の
場
が
残
さ
れ
て
い
た
が
、
そ
れ
は
非
公
開
で
あ
る
ば
か
り
で
な
く
、
審
議
会
に
案
件
が
か
け
ら
れ
る
前
に
行
政
と
事
業
者
の
間
で
の
パ
ー
ゲ
ニ
ン
グ
と
調
整
が
済
ま
さ
れ
、
実
態
は
形
式
化
し
て
い
る
こ
と
が
（胡）
多かった。
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法
学
志
林
第
九
十
七
巻
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ち
公
拙
事
業
法
は
、
「
提
供
す
べ
き
役
務
の
内
容
及
び
対
価
を
厳
桁
に
規
制
す
る
と
と
も
に
、
さ
ら
に
役
務
の
提
供
ｎ
体
を
提
供
者
に
義
務
づ
け
る
等
の
つ
よ
い
規
制
を
施
す
反
面
、
こ
れ
と
の
均
衡
上
、
役
務
提
供
者
に
対
し
て
あ
る
秘
の
独
占
的
地
位
を
与
え
、
そ
の
経
営
の
（犯）
安
定
を
は
か
る
措
置
が
と
ら
れ
る
」
も
の
と
性
格
づ
け
ら
れ
た
の
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
独
占
の
付
与
と
公
壮
〈
性
の
観
点
か
ら
の
規
制
と
の
相
互
関
係
と
い
う
論
耶
に
立
つ
こ
と
で
、
戦
前
の
公
企
業
の
特
許
法
皿
の
連
用
に
お
い
て
見
ら
れ
た
特
権
の
付
与
と
規
制
と
の
パ
ー
ゲ
ニ
ングという側耐を法理論の上で公認する結果になった。
第
三
に
、
以
上
の
結
果
と
し
て
、
行
政
の
規
制
権
は
、
特
に
耶
難
盃
口
に
対
す
る
関
係
に
お
い
て
弱
体
化
す
る
こ
と
に
な
っ
た
点
に
注
月
す
る
必
要
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
政
策
遂
行
上
の
上
の
必
要
が
あ
っ
て
も
、
事
業
の
免
許
な
い
し
許
可
の
撤
回
や
命
令
樅
の
発
動
は
実
際
に
は
容
易
で
は
な
く
、
ま
た
、
規
制
に
当
た
っ
て
事
業
者
側
の
特
権
や
利
益
に
配
慮
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
か
ら
で
あ
（⑬） 
る
。
そ
こ
で
は
、
事
業
者
側
の
利
害
や
意
向
を
尊
重
せ
ず
に
規
制
を
遂
行
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
に
規
制
権
が
実
質
的
に
弱
体
化
し
て
い
る
巾
で
は
、
行
政
が
そ
の
弱
さ
を
補
う
た
め
に
、
倒
産
回
避
を
挺
子
に
し
た
カ
ル
テ
ル
・
事
業
者
団
体
利
用
（佃）
狐
の
バ
ー
ゲ
ニ
ン
グ
を
行
う
こ
と
は
、
あ
る
意
味
で
必
然
的
な
成
り
行
き
で
あ
っ
た
と
さ
え
言
い
う
る
の
で
あ
る
。
な
お
、
独
占
を
付
与
す
る
代
わ
り
に
公
彼
上
の
義
務
を
課
す
る
と
い
う
〃
行
政
契
約
〃
的
な
公
拙
事
業
規
制
の
特
徴
づ
け
に
閲
し
て
は
、
む
し
ろ
公
益
事
業
規
制
一
般
が
そ
の
よ
う
な
側
面
を
有
し
て
お
り
、
特
に
事
業
者
の
サ
ー
ビ
ス
供
給
義
務
を
担
保
す
る
た
め
に
は
、
一
定
（鴨）
の独占の付与はムロ理性を有しているとする考え方もありうる。しかし、これに対しては当時から、公益事業規制は事
業
の
自
然
独
占
性
が
出
発
点
で
あ
る
べ
き
で
あ
り
、
規
制
が
な
さ
れ
る
か
ら
独
占
を
認
め
る
と
い
う
の
は
論
理
が
逆
で
あ
る
と
の
批
判
が
（化）
あった。また、サービス供給義務の担保の＋〃法としては、燕金や公的補助あるいは資格・能力の限定等の種々の代替
（仰）
的手法存在しており、諦給調雅等による独占的地位の保臓肝は必ずしも不可欠の手段ではない。さ、わに、規制に当たつ
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一九八一年に臨時行政調査会（臨調）が設され、いわゆる「行政改革」がⅢ蛤された。この八○年代の〃行革“で
は、比営化や規制緩和を唱えるサッチャーリズムやレーガノミックスの影響を受けて、財政再建・許認可の整理・公
社の民営化などが中心的な課題とされた。
公益事業分野では、まず一九八四年に日本電信電話株式会法ほかの電気通信改革関連法が、続いて八六年には日本
国
有
鉄
道
改
革
法
ほ
か
の
国
鉄
改
革
関
述
法
が
成
立
し
、
電
電
公
社
と
国
鉄
が
民
営
化
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
新
た
に
電
気
通
信
事
業
法
お
川
本
に
お
け
る
公
雛
班
紫
波
の
歴
史
的
肢
開
と
規
制
緩
和
・
規
制
改
雌
（
岸
井
）
一七
て
規
制
者
と
被
規
制
聯
韮
へ
者
と
の
間
で
煎
々
の
〃
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
〃
が
な
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
こ
と
は
当
然
で
あ
る
が
、
そ
れ
が
事業者側の利益と規制者の利害とが融合するパーゲニングに転化し、規制プロセスを歪める危険を包蔵していること
（伯）
も、否定できない事実である。特にここでは、戦後型パーゲニングの日本的な構造・特質に注目する必要がある。す
な
わ
ち
、
そ
れ
は
事
業
者
・
行
政
の
間
で
個
別
的
に
な
さ
れ
る
の
で
は
な
く
、
事
業
者
の
団
体
・
グ
ル
ー
プ
と
行
政
と
の
間
で
集
団
的
に
行われる。また、そのパーゲニングにおいては、規制の最終的な受益者である消費者の代表が直接関与することはま
（㈹）
れであり、消費者・国民に対する情報の公開や実質的な参加ははじめかつり排除されている。そして、既存の事業者な
（卯）
い
し
剛
体
と
行
政
と
の
間
で
の
閉
鎖
的
な
交
渉
が
中
心
と
な
る
の
で
あ
る
。
第
三
章
「
民
営
化
」
「
規
制
緩
和
」
と
公
益
事
業
法
の
変
容
第
一
節
「
民
営
化
」
と
「
規
制
緩
和
」
の
展
開
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現
在
も
巡
行
中
で
あ
る
こ
の
一
九
九
○
年
代
の
改
革
で
は
、
側
然
独
占
性
の
希
苅
な
道
路
迎
送
な
ど
に
お
け
る
規
制
の
抜
本
的
緩
和
と
ともに、電気通信における回線網、晒力における送晒綱、航空における空港など、いわゆる不可欠施設（肝の⑩貝区
圃臼冒の⑪）の利用を競争事業者に開放して競争を促進することが重視されている。そして、この中で、戦前から長
慨金としりにク化区緩次よ
さｊｊ』すて－、、迎と別ドⅡいび
れＩＩｉｌｌろ一九割料送しし〃で鉄
、の脱九九リ｜金１１｛て、が、ｉｉｉ
;iiiii蝿iiiii:lliW;＃の廃つ総入定料て○いテイドイＩｉｌｌ林推１１：いⅢ１るを金、イ１Kて｜に定第:蔓iii姉ii鰄鳴illiPlliポｔ誠llIlIil鱗iii灘麟ｉにnA司で期、た分におげるづ:：lj灘iiii鯰；|i鮭鯏鰈鰄織蕊！ii蝋蜥謄1Ｍｋ蜜【“
る言まが改がおＪｌｉｊＨか。Ｉ,め灘雛iilj難Ｈ《鮒ｉｌｌｌｌＭポl1i1ill11iiiili擶二'1Ｍ權賊雛蝋稽ili壼繊1iilji1蝿豐鱗＃鰍Iiliil灘ililiiiif$H1}Ⅶ繩糀鯏催スＩＩＪ高Ｍボゼゼリミ隈１Ｍｵ(ば
て会１１２小た認るトの州|｜，，つ
いがや’9↓。めとラ具’'1j』た
つ設科″そた共ツ体にIlill。
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（１）一九八○年代の改革の限定性
ま
ず
、
八
○
年
代
に
お
け
る
民
営
化
を
中
心
と
す
る
改
革
に
つ
い
て
見
る
と
、
こ
れ
は
戦
後
型
の
公
益
事
業
法
の
改
革
と
い
う
視
点
か
ら
見
る
と
、
必
ず
し
も
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト
を
有
し
て
い
な
い
こ
と
に
注
意
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
公
社
の
民
営
化
と
い
う
経
営
形
態
の
変
更
が
主
目
的
で
あ
っ
た
こ
れ
ら
の
改
革
で
は
、
民
営
化
さ
れ
た
後
の
当
該
蛎
業
分
野
の
規
制
に
関
し
て
は
、
従
来
の
公
益
事
業
法
と
蛙
本
的
に
同
じ
仕
組
み
が
蹄
襲
さ
れ
た
の
で
あ
り
、
む
し
ろ
制
度
的
に
は
、
占
傾
改
革
を
経
て
成
立
し
た
戦
後
型
の
法
制
度
が
、
（塊）
民
営
化
に
よ
っ
て
そ
の
適
用
範
囲
を
拡
大
し
た
評
価
す
る
こ
と
も
可
能
だ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
こ
の
枠
組
み
は
必
ず
し
も
安
定
し
た
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
経
営
而
で
の
自
立
性
を
求
め
る
民
営
化
事
業
者
と
、
新
た
な
規
制
権
限
を
確
立
し
よ
う
と
す
る
規
制
官
庁
と
の
間
で
強
い
確
執
が
生
じ
、
そ
こ
に
は
戦
後
型
の
パ
ー
ゲ
ー
ー
ン
グ
シ
ス
テ
ム
に
は
収
ま
ら
な
い
要
素
が
生
じ
て
き
た
か
ら
そ
れ
で
は
、
以
上
の
よ
う
な
八
○
’
九
○
年
代
の
民
営
化
と
規
制
緩
和
の
な
か
で
、
前
章
で
み
た
戦
後
型
の
公
益
事
業
法
の
構
造
は
、
ど
の
よ
う
に
変
容
し
て
い
っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
く
続
い
て
き
た
競
争
制
限
的
参
入
規
制
と
料
金
認
可
制
と
い
う
規
制
手
法
を
原
則
と
し
て
廃
止
し
、
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
積
極
的
に
活
用
（引）
し
た
新
し
い
規
制
の
枠
組
み
を
構
築
す
る
こ
と
が
目
指
さ
れ
て
い
る
。
（砥）
である。
次
に
、
ト
ラ
ッ
ク
運
送
に
代
表
さ
れ
る
八
○
年
代
後
半
の
規
制
緩
和
は
ど
う
か
。
こ
れ
は
、
需
給
調
整
要
件
を
廃
止
し
た
点
で
次
に
兇
日
本
に
お
け
る
公
総
蕊
業
法
の
歴
史
的
腹
開
と
規
制
緩
和
・
規
制
改
革
（
岸
井
）
一九
第
二
節
一
九
八
○
’
九
○
年
代
の
改
球
の
評
価
と
課
題
Hosei University Repository
（
２
）
一
九
九
○
年
代
の
改
革
と
〃
需
給
調
縦
要
件
の
原
則
廃
止
“
こ
の
点
か
ら
か
ら
見
る
と
、
”
需
給
調
整
要
件
の
原
則
廃
止
〃
を
打
ち
出
し
た
九
○
年
代
の
改
革
は
、
八
○
年
代
の
改
革
と
比
較
し
て
も
画
期
的
な
も
の
で
あ
る
。
需
給
調
縦
は
、
免
許
な
い
し
許
可
事
業
者
を
固
定
化
し
、
こ
れ
に
独
占
的
地
位
を
保
障
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
行
政
と
事
業
者
と
の
間
で
の
パ
ー
ゲ
ニ
ン
グ
を
可
能
に
す
る
前
提
条
件
を
提
供
し
て
い
た
。
ま
た
、
需
給
調
縦
を
伴
う
事
業
の
免
許
な
い
し
許
可
制
が
、
合
併
や
事
業
の
体
廃
止
の
許
可
制
と
連
動
す
る
こ
と
に
よ
り
、
倒
産
回
避
型
の
法
運
用
を
可
能
に
す
る
挺
子
の
役
割
を
果
た
し
て
い
た
。
従
っ
て
、
も
し
需
給
調
薙
の
廃
止
が
本
格
的
に
実
施
さ
れ
れ
ば
、
そ
れ
は
戦
後
型
の
公
益
事
業
法
の
蛙
本
的
前
提
を
掘
り
崩
す
効
果
を
持
つ
こ
と
に
な
る
か
ら
で
あ
る
。
九○年代に入ってこのような改革が附始された理由としては、国際的な圧力をはじめ様々な要因が考えられるが、
法
学
志
林
第
九
十
七
巻
第
川
号
二○
る
九
○
作
小
い
の
改
革
の
先
駆
け
と
い
う
側
面
を
有
し
て
る
。
し
か
し
、
戦
後
型
の
法
制
度
の
改
革
と
い
う
視
点
か
ら
見
る
と
、
こ
れ
も
十
分
な
も
の
で
は
な
い
。
す
な
わ
ち
、
需
給
調
薙
の
廃
止
は
、
規
制
下
で
事
実
上
の
競
争
が
進
行
し
て
い
た
一
部
の
産
業
に
限
定
さ
れ
、
独
占
的
な
傾
向
を
有
す
る
他
の
事
業
分
野
に
つ
い
て
は
、
明
確
な
方
向
は
打
ち
出
さ
れ
な
か
っ
た
。
ま
た
、
需
給
調
整
が
廃
止
さ
れ
た
ト
ラ
ッ
ク
運
送
で
も
、
〃
激
変
緩
和
〃
の
名
Ｈ
で
、
営
業
区
域
の
限
定
や
緊
急
時
の
料
金
規
制
な
ど
、
競
争
を
緩
和
・
制
限
す
る
条
項
が
挿
入
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
改
革
後
も
あ
ま
り
実
態
は
変
化
せ
ず
、
従
来
か
ら
形
骸
化
し
て
い
た
規
制
を
制
度
的
に
追
認
し
た
と
い
う
側
面
（別）
が
強
か
っ
た
。
以
上
の
よ
う
に
見
る
と
、
八
○
年
代
の
改
革
は
、
九
○
圷
代
の
本
桁
的
な
改
革
に
つ
な
が
る
い
く
つ
か
の
新
し
い
動
き
は
見
ら
れ
た
が
、
実
質
的
に
は
従
来
の
枠
組
み
を
維
持
し
た
ま
ま
で
の
規
制
の
〃
手
直
し
〃
に
と
ど
ま
っ
た
と
言
わ
ざ
る
を
え
な
い
の
で
あ
る。
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ま
ず
、
現
在
、
ほ
ぼ
全
分
野
で
需
給
調
整
要
件
の
緩
和
な
い
し
廃
止
と
料
金
認
可
制
の
緩
和
や
料
金
届
出
制
へ
の
移
行
が
決
定
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
こ
れ
に
対
応
し
て
各
分
野
ご
と
に
規
制
シ
ス
テ
ム
の
組
み
替
え
の
作
業
が
進
行
し
て
い
る
。
こ
の
ま
ま
行
け
ば
、
従
来
の
需
給
調
整
型
の
規
制
が
そ
の
ま
ま
残
る
の
は
、
事
業
の
自
然
独
占
性
が
明
確
な
水
道
事
業
な
ど
一
部
に
限
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
そ
こ
川
本
に
お
け
る
公
益
耶
業
法
の
膝
史
的
展
開
と
規
制
緩
和
・
規
制
蝋
轆
原
井
）
一一一
（
３
）
九
○
年
代
の
改
革
の
評
価
し
か
し
、
九
○
年
代
の
改
革
は
現
在
な
お
進
行
中
で
あ
り
、
そ
の
成
否
や
評
価
は
、
今
後
ど
の
よ
う
な
形
で
、
ま
た
ど
こ
ま
で
改
革
が
炎
現
さ
れ
て
い
く
か
に
か
か
っ
て
い
る
部
分
も
少
な
く
な
い
。
そ
こ
で
岐
後
に
、
九
○
年
代
の
改
革
の
到
達
点
と
、
残
さ
れ
て
い
る
問
題
点や課題を考察してみたい。
特
に
制
度
的
視
点
か
ら
は
、
次
の
点
が
砿
要
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
第
一
は
、
ア
メ
リ
カ
・
イ
ギ
リ
ス
を
中
心
と
す
る
規
制
緩
和
の
経
験
の
影
響
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
、
需
給
調
薙
の
孟
要
な
論
拠
と
さ
れ
て
き
た
“
過
当
競
争
〃
論
が
批
判
さ
れ
、
規
制
が
か
え
っ
て
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
の
展
開
を
妨
げ
る
こ
と
が
理
論
的
・
実
証
的
に
明
ら
か
に
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
オ
ー
プ
ン
化
に
よ
る
競
争
の
導
入
、
直
接
補
助
の
方
法
に
よ
る
ユ
ー
ス
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
確
保
な
ど
、
需
給
調
整
を
必
要
と
し
な
い
新
し
い
代
替
的
な
制
度
・
手
法
（
弱
）
・
が
可
能
で
あ
る
こ
と
が
経
験
的
に
明
ら
か
に
な
っ
て
き
た
。
第
二
は
、
従
来
の
規
制
シ
ス
テ
ム
の
弊
害
が
種
々
の
政
治
ス
キ
ャ
ン
ダ
ル
と
い
う
形
で
吹
き
出
し
、
規
制
の
緩
机
・
改
革
の
問
題
が
、
日
本
の
政
治
制
度
の
改
革
の
問
題
の
一
環
と
し
て
位
慨
づ
け
ら
れ
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
九
○
年
代
の
改
革
が
細
川
内
閣
の
誕
生
に
よ
っ
て
開
始
さ
れ
た
こ
と
に
示
さ
れ
て
お
り
、
そ
こ
で
は
、
選
挙
制
度
改
革
、
行
政
手
続
法
の
制
定
、
情
報
公
開
・
地
方
分
権
の
推
進
な
ど
の
一
述
の
政
治
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
迎
勅
し
て
、
公
益
事
業
規
制
の
改
革
が
開始されたのであった。
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第二に、九○年代の改革は、当初は政治改革の動きと連動し、戦後の規制システムのパーゲーーングの構造それ自体
を、公開性や民主性の視点から問題にするという色彩を強く有していた。しかし、その後日本経済が不況に陥ると、
経済の活性化・成長のための規制緩和という論点が前面に川て、政治・行政の改革から経済的効果に耐点が移動する
存在していない。
法
学
志
林
第
九
十
七
巻
節
四
号
一一一一
では、戦後型の公縦射錘不法皿の適用範附が大巾に縮小すると共に、分野の特殊悪性に対応した法規制の多様化が進行し
（斑）
ていると評価することができる。九○年代の改革の到達点として、まずこの点を確認しておこう。
し
か
し
他
方
で
、
本
稿
で
分
析
し
た
戦
後
型
の
公
益
事
業
法
の
構
造
に
照
ら
す
と
、
九
○
年
代
の
改
革
が
、
次
の
よ
う
な
限
界
な
い
し
不
十
分
さ
を
残
し
て
い
る
こ
と
も
ま
た
否
定
で
き
な
い
事
実
で
あ
る
。
第一に、九○年代の改革は、〃規制緩和〃を全而に掲げ、行政的な規制を量的に縮小することに主眼を注いできた。
これは、弼給調縦を伴う耶業の免許・許可制や、過剰な料金規制の批判としては正当なものであり、このような叩純
明快なスローガンを掲げたことが、改革のモメンタムを生み出すことにもなったのであった。しかし、公縦事業法の
（町）
制
度
改
革
は
、
実
際
に
は
よ
り
複
雑
で
多
面
的
な
な
性
格
を
有
し
て
お
り
、
規
制
の
量
的
な
縮
小
だ
け
で
改
革
の
方
向
を
示
す
こ
と
は
不
可能である。例えば、通信や電力事業におけるネットワークのオープン化は、接続・託送義務や設備の利用条件の公
平
性
の
確
保
の
た
め
の
新
た
な
ル
ー
ル
と
制
度
を
必
要
と
し
、
そ
の
限
り
で
、
競
争
の
維
持
・
促
進
の
た
め
に
、
か
え
っ
て
〃
規
制
強
化
“
な
い
し
〃
腿
規
制
〃
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
確
保
の
た
め
の
制
度
的
枠
紺
み
の
粧
術
に
あたっては、サービス供給の公平性の於準の設定や、補助の原資の調達力法と配分のルールの碓立など、様々な制度
（記）
的工夫が必要とされる。そしてこれ壱ｂの点は、世界的に見てもなお実験の段階にあり、碓立された手法や制度はまだ
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（４）法制度の改革の課題
以
上
よ
う
な
九
○
年
代
改
革
の
限
界
の
中
で
、
従
来
の
カ
ル
テ
ル
・
事
業
者
剛
体
利
用
型
の
法
迎
川
を
も
た
ら
し
た
制
度
的
要
因
の
抜
本
的
な
改
革
が
ど
こ
ま
で
成
功
す
る
か
に
は
、
依
然
と
し
て
不
透
明
な
部
分
が
あ
る
。
特
に
、
法
制
度
の
改
革
の
観
点
か
ら
は
、
以
下
の
点
が
逝
要
な
問
題
点
並
び
に
課
題
と
し
て
残
さ
れ
て
い
る
。
第
一
は
、
独
禁
法
と
競
争
政
策
の
迎
川
を
め
ぐ
る
問
題
で
あ
る
。
規
制
改
革
の
過
程
に
お
い
て
は
、
カ
ル
テ
ル
の
他
に
、
特
に
競
争
の
導
入
が
新
た
な
集
中
や
支
配
力
の
濫
用
を
生
む
危
険
に
対
処
す
る
た
め
に
、
個
々
の
事
業
分
野
の
特
性
に
配
慮
し
な
が
ら
独
禁
法
を
厳
正
に通川していくことが強く求められる。
し
か
し
、
ま
ず
、
電
気
通
信
に
お
け
る
Ｎ
Ｔ
Ｔ
や
東
京
電
力
を
は
じ
め
と
す
る
一
○
電
力
会
社
の
よ
う
な
、
不
可
欠
施
設
を
保
有
し
て
（皿）
いる独占的事業者に対する、正面的分離などの椛造的な競争促進梢置は十分に行われていない。また、近年は、個別
の事業法において、ネットワーク施設の利用や料金設定などに関し、独禁法と競合する競争促進のための特別規制が
設
け
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
。
こ
れ
ら
の
規
制
は
、
雌
本
的
に
独
禁
法
を
補
完
す
る
も
の
し
て
穣
極
的
に
と
評
価
す
べ
き
も
の
で
あ
る
が
、
そ
こ
で
の
独
禁
法
の
施
行
機
関
で
あ
る
公
取
委
の
地
位
は
依
然
と
し
て
低
く
、
法
運
用
へ
の
制
度
的
な
関
与
は
一
部
を
除
い
て
ほ
と
ん
ど
岡
本
に
お
け
る
公
益
醐
樂
法
の
歴
史
的
腰
開
と
規
制
緩
和
・
規
制
改
革
（
岸
井
）
一一一一一
（的）
傾
向
Ｍ
が
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
だ
が
、
規
制
緩
和
の
経
済
的
効
果
の
側
面
は
、
臓
接
的
・
短
期
的
な
景
気
対
策
と
い
う
よ
り
は
、
（帥）
巾
・
長
期
的
に
時
間
を
か
け
て
現
れ
る
４
，
の
で
あ
る
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
よ
う
な
側
面
ば
か
り
が
強
調
さ
れ
る
と
、
不
況
脱
出
紫
と
し
て
過
剰
な
期
待
が
か
け
ら
れ
た
り
、
逆
に
、
景
気
対
錐
の
た
め
に
必
要
で
あ
れ
ば
、
規
制
改
革
は
後
回
し
で
よ
い
と
い
う
考
え
方
に
道
を
開
く
危
険
を
生
じ
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
。
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（“） 
依然として存在する。
法
学
志
林
節
九
十
七
巻
第
四
号
二
Ｎ
（舵）
認
め
、
じ
れ
て
い
な
い
。
呪
制
官
庁
は
、
新
た
に
聴
手
政
簸
も
取
り
込
む
形
で
、
自
己
の
分
野
・
伽
域
に
対
す
る
排
他
的
な
規
制
椛
限
を
仰
（剛）
侍
し
よ
う
と
す
る
傾
向
が
強
い
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
状
況
の
も
と
で
は
、
事
業
分
野
の
特
殊
和
性
や
産
業
政
莱
的
考
噸
な
ど
を
皿
川
に
、
支
配
的
な
事
業
者
と
競
争
政
策
も
運
用
す
る
規
制
機
関
と
の
間
で
種
々
の
パ
ー
ゲ
ー
ー
ン
グ
が
行
わ
れ
、
規
制
過
程
が
歪
め
ら
れ
る
危
険
が
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てがセ参る化限枠そ
、法充ス、Ⅱこややをこ
現制止ののと法更越で
制度す瓶ＩｉＭが的新えは
ののる’''１点不サ・ろ、
制改ノバがかＴリン撤も１Ｍ
度革猟ｌＩ１１ら火ク１ｍの制
・と「１１１：のでシ等での
シい体さljlあヨにあ政
スうをれ制るン関る鞭
テ祝１１１１るの。のすが１１ネ州!』t諜鳶ポjiijiM
紅鮭'ミキピifiIMIM
なるが必統のるをに築
基と可要のよこへ設’１Ｎや
礎き能と縦うと坦定定新
と、とさｌｌｌｉななすした
Ｈ１現なれと縦どるてな
当在るる述術、こへみ規
性進か規勁・必と色るIMI
をめらlljllし強要、と手
獲らでにて化な事、法
ザギ：⑩Ⅶ'《|li醤Ｉ！(Iiｌ
るい。なら先行に｜Ｉ１発
こるｉｌｉれに便よ、な
と公当な述のる平ど
が益ヤ|ｉけベル規業が
で事とれ大Ｉ制の求
き業ネI：ば競ルへ兎め
る規公な争のの許ら
か制的ら政明影なれ
否の文な策確響いる
か改持いの化力しこ
に革が。槻と行許と
よ’よ付そ点規使可１こつ、与うか制をがな
て以さすらの遮既る
評上れるの実断得・
価の、こ公効す樵そ
さよ不と１m性る化の
れう適に委確土し具
ⅦＷｆｌＨＩ學洲Ili
な題パて与段調よ’ﾂﾞｾ
ら点ｌ、やの杏う討
なをゲル』、拡椛許は
い克二（ljIl公充限可水
・服ンプＩ)ＩをののＮｉ
しグ「］．図強）０１の
（１）Ⅱ水の経済規制において公断企業の收典性が低い点については、臼ｎｇａ・〕・のロ日ロの｝い＄四・『すの、扇どの脇・寓可⑦」ロロ目阻の
、Ｂ［ＰＨＳ②８：ロ伊。。。。。叩ｏｏ３Ｅｄ２ぐの辺ご可の朋（川訓刑Ⅱ木におけるＮ家と企業』多側川版一几九九）参照。
（２）野川正秘他綱『川本の鉄道Ｉ成立と展開』、Ⅱ本経済評論社一九八六年、三七頁以下。
（３）美濃部達吉『Ⅱ本行政法・下巻』、有斐閣一九四○年、六五八頁
（４）通商産業省編『商工政策史二四巻（電気・ガス）』、通商産業研究社一九七九年、三四三頁以下参照。
（５）商工審議会「産業合理化に閃する袴巾」二九二九）は、企業合同の推進、同業者協定の勧奨と並んで、電力などの政府許可事業
の統制を雨要な性としていた。なお、磁気・ガス蛎業については、藤原津一郎「磁気蛎業・ガス耶業規制の柵革」林俊彦編『公抜馴業
と規制緩和』、東洋維済新報社一九九○年、一Ｎｎ以下も参照。
Ⅲ
木
に
お
け
る
公
益
Ⅶ
梁
法
の
雌
史
的
肢
Ⅲ
と
規
制
緩
和
・
規
制
收
砧
（
岸
井
）
ニバ
Hosei University Repository
（
胴
）
耐
工
政
簸
史
・
前
掲
二
Ｗ
を
一
七
六
画
。
戦
時
企
業
統
制
に
つ
き
、
水
川
耐
紀
「
戦
時
旧
家
独
占
尚
本
拡
綻
の
法
体
制
」
米
人
社
研
編
『
フ
ァ
シ
ズ
ム
期
の
囚
家
と
社
会
４
．
戦
時
Ⅲ
水
の
法
体
制
』
、
班
肥
大
学
川
版
会
一
九
七
九
年
、
二
三
一
画
以
下
。
（Ⅳ）戦時の独占化については、山崎広川「戦時下の産業棡造と独占組織」束大社研編『ファシズム期の脚家と社会２．戦時日本経済』、
班
凪
大
学
出
版
会
一
九
七
九
年
、
二
一
七
頁
以
下
。
（
肥
）
新
体
制
運
動
で
生
ま
れ
た
統
制
会
に
関
し
て
は
、
以
前
か
ら
の
カ
ル
テ
ル
組
織
と
の
連
続
性
が
指
摘
さ
れ
、
ま
た
次
章
で
の
べ
る
戦
後
の
事
業
者
剛
体
の
原
型
に
な
っ
た
と
の
臓
摘
が
あ
る
。
し
か
し
、
少
な
く
と
も
岻
力
に
つ
い
て
は
、
Ｎ
来
簡
班
の
も
と
で
比
側
川
休
の
発
言
力
は
よ
わ
ま
っ
て
い
た
し
（
商
工
政
筑史・前掲二七六画以下）、また戦後の馴業法体制は戦前の耶難法時代との斌似性が強いことが捕摘されており（橘川・前側論文参照）、
叩純な一般化は避けねばならない。なお、巡輸耶業における戦後の躯業者団体については第二章（沈吃）参照。
（胴）その川
喫がある。
（旧）広岡治哉編・前掲二五○頁以下参照。
（
Ｍ
）
た
だ
し
、
市
町
村
の
栩
償
契
約
が
一
定
の
効
力
を
持
っ
て
い
た
ガ
ス
事
業
に
お
い
て
は
、
戦
時
統
制
ま
で
は
カ
ル
テ
ル
の
利
川
は
見
ら
れ
な
い
。
前
掲
・
商
工
政
簸
史
二
Ⅲ
巻
三
八
Ｗ
Ｈ
以
下
参
鮒
。
（
胴
）
そ
の
珊
合
、
自
動
車
交
通
耶
菜
法
に
兄
ら
れ
る
よ
う
に
、
馴
業
法
の
皿
剛
が
、
規
制
権
限
の
地
力
か
ら
中
央
へ
の
染
巾
を
伴
っ
て
い
た
点
に
桃
窓
す
る
必
（９）そこでは、
いうことで、図画
（Ⅲ）経便鉄道柵叫
（Ⅲ）商肛政簸史一
（脳）この点の分圧
九
九
画
以
下
参
照
。
法
学
志
林
第
九
十
七
巻
第
四
号
一一一ハ
（
６
）
商
工
政
簸
史
二
四
巻
・
川
川
一
Ｎ
七
画
以
下
参
照
。
た
だ
し
、
配
岻
邪
梁
は
別
に
樅
班
さ
れ
た
九
つ
の
地
域
ご
と
の
会
社
が
担
当
し
た
。
こ
れ
は
戦
後
の
九
晒
力
体
制
に
つ
な
が
る
も
の
で
あ
る
。
（
７
）
広
岡
治
改
編
『
近
代
Ⅲ
本
交
通
史
』
、
法
政
大
学
出
版
局
一
九
八
七
年
、
二
五
○
頁
以
下
。
（８）美濃部達吉・前掲六四七頁以下、山田幸男「公企業法」、有斐閣一九五七年、五五頁以下参照。それはドイツ行政法の影響を受け、
”
同
家
と
社
会
の
二
元
論
“
を
腋
礎
に
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
（
９
）
そ
こ
で
は
、
一
力
で
経
徴
椛
の
付
与
と
い
う
形
で
馴
業
打
に
椛
利
が
設
定
さ
れ
、
他
〃
で
班
業
者
に
馴
業
迷
行
義
務
や
監
粁
に
従
う
義
獅
が
裸
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
で
、
国
家
と
私
人
の
川
の
樅
利
義
務
関
係
の
形
式
が
維
持
さ
れ
て
い
る
。
（
Ⅲ
）
経
便
鉄
道
補
助
法
（
一
九
一
○
年
）
や
地
方
鉄
道
補
助
法
二
九
一
九
年
）
な
ど
。
野
川
正
秘
他
編
・
前
川
一
几
八
、
（Ⅲ）商肛政簸史二Ⅲ巻・前脚三二三頁以下。
（脳）この点の分析として、橘川武郎「岻剣珊災法と打汕難法－政府と業界ｌ」年柵近代Ⅲ水研究一三暇（山川川版社、一九九一年）一
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四頁等参照。
函
）
過
度
経
済
ど）、貨物迩平
ｎ以下参照。
（閲）乏炳｜和夫
（
妬
）
室
爪
武
『
（”）石井良三
（別）新規立法として、熱供給事業法（一九七二）、石油パイプライン耶業法（一九七二）、主な法改正として、簡易ガス事業の規制を擬
傭したガス事業法改正（一九七○）がある程度である。運用面での手直しも、一九七○年代に行われた、電力・水道における福祉志向
型
の
逓
増
料
金
制
の
導
入
、
ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
の
需
給
調
整
の
弾
力
化
、
鉄
道
事
業
の
料
金
認
可
に
当
た
っ
て
の
経
営
効
率
指
標
の
導
入
な
ど
が
あ
る
程
度
で
あ
る
。
な
お
タ
ク
シ
ー
事
業
に
つ
い
て
は
、
一
九
七
一
年
に
需
給
調
縦
の
廃
止
と
料
金
自
由
化
を
求
め
る
迎
輸
審
議
会
の
溶
巾
が
な
さ
れ
た
が
、
そ
の
後
の
祈汕ショックで立ち消えになった。
宛
）
な
お
、
政
府
の
行
が
直
接
経
営
に
当
た
っ
て
い
た
鉄
道
お
よ
び
砥
偏
祗
話
馴
業
は
、
ま
ず
特
別
会
計
と
し
て
整
理
さ
れ
、
岐
終
的
に
は
監
耶
委
員
会
（
国
鉄
）
な
い
し
経
営
委
員
会
（
電
電
公
社
）
が
経
営
の
征
に
あ
た
る
公
社
に
再
編
成
さ
れ
た
（
川
本
国
有
鉄
道
法
二
九
四
八
年
）
、
川
本
電
信
電
話
公
社
法
、
一
九
五
二
年
）
。
そ
れ
は
、
事
業
の
公
共
性
と
経
営
の
効
率
性
の
双
方
を
達
成
す
る
方
式
で
あ
る
と
説
明
さ
れ
た
が
、
実
際
に
は
当
時
最
も
戦
闘
的
で
あ
っ
た
労
働
組
合
へ
の
対
処
と
い
う
性
絡
が
強
く
、
制
度
と
し
て
の
整
合
性
は
十
分
な
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
（羽）戦後の「公企業の特許」法皿については、雄川一郎／金沢良雄／塩野宏／成川緬川／山内一夫「〈座談会〉事業の免許制・許可制
ｌ
い
わ
ゆ
る
特
許
企
業
の
理
論
を
め
ぐ
る
諸
問
題
ｌ
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
ニ
九
三
場
六
頁
以
下
参
照
。
戦
後
の
行
政
法
学
に
お
い
て
は
、
こ
こ
か
ら
進
ん
で
、
特
許
企業と通常の許可との差は程度の問題にすぎないとする考え方も有力になった。原Ⅲ尚彦「特許企業の意義」ジュリスト三○○号一一
（、）その意味で、いわゆる”一九四○年体制“論（野口悠紀雄ヨ九四○年体制ｌさらば戦時経済ｌ」東洋経済新報社、一九九五年）
は、戦後の経済規制の起源を戦時経済に一面的に帰着させる点で問題が多いと言わねばならない。
（卯）この他、一九五二年に航空法が制定され、航空運送事業についての規制を定めた。なお、地方鉄道法二九一九）は、会社法の特
川など一部の規定を除き、一九八六年の鉄道事業法の制定まで存続した。なお、遜気・ガスについては、藤原淳一郎・前掲一Ⅲ頁以下
参照。芝垣和夫「財閥解体と災巾排除」束入社研編「戦後改革七・経済改革』、》躯爪大学川版会一九七四年、三三頁以下。
室
爪
武
「
電
力
自
由
化
の
経
済
学
」
、
宝
島
社
一
九
九
三
年
、
二
二
五
頁
以
下
。
石井良三「独占禁止法」、海口書店一九四七年、二七五頁以下。
川
本
に
お
け
る
公
益
事
業
法
の
歴
史
的
歴
開
と
規
制
緩
和
・
規
制
改
革
（
岸
井
）
二
七
過
度
経
済
力
集
中
排
除
法
の
指
定
を
受
け
た
会
社
と
し
て
、
電
力
一
○
社
（
日
本
発
送
電
お
よ
び
配
電
九
社
）
、
ガ
ス
四
社
（
虫
泉
ガ
ス
・
大
阪
ガ
ス
な
貨物迩送の川本通述等がある。宮崎正康他「占緬期の企業再編成」年報・近代日本研究Ⅲ号（山川川版社、一九八二年）三○三
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（
羽
）
森
田
・
前
掲
一
九
八
頁
以
下
。
こ
の
よ
う
な
棲
み
分
け
が
決
裂
し
紛
争
を
生
じ
た
例
と
し
て
、
奥
道
後
パ
ス
事
件
、
高
松
高
判
昭
伽
六
一
・
四
・
八
、
判
例
タ
イ
ム
ス
六
二
九
号
一
七
九
頁
参
照
。
（鋼）これについては、鉛村興太郎「〈捉合〉巾場における競争と規制」林敏彦編『識廠公的規制と厳業３．磁気迦僑』、ＮＴＴ川版一九
九
四
年
、
一
五
○
頁
以
下
参
照
。
（
調
）
保
護
の
手
段
と
し
て
は
、
事
業
者
団
体
と
連
動
し
た
融
資
や
補
助
金
が
用
い
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
。
命
）
従
っ
て
、
事
業
免
許
は
し
ば
し
ば
間
で
取
引
さ
れ
た
（
タ
ク
シ
ー
や
ト
ラ
ッ
ク
の
免
許
な
ど
）
。
（
師
）
こ
の
点
に
側
す
る
独
禁
法
の
皿
川
に
つ
い
て
は
、
朧
井
大
太
郎
，
向
川
極
範
，
内
川
緋
作
・
和
川
他
火
・
稗
枇
俊
文
共
粋
、
『
経
済
法
〈
二
版
〉
』
、
行
斐
閣一九九八年、二六七頁以下参照。
（
羽
）
判
例
は
、
適
正
手
続
の
考
え
方
か
ら
審
議
会
へ
の
諮
問
を
法
的
に
義
務
づ
け
た
が
、
こ
の
よ
う
な
実
態
の
も
と
で
は
そ
の
実
効
性
は
小
さ
か
っ
た
。
群
馬
中
央
パ
ス
酬
件
・
最
判
昭
和
五
○
・
五
・
二
九
民
染
二
九
巻
五
号
六
六
二
頁
。
（狐）ここでは、法川論それｎ体の是非ではなく、煎々の制度的な与件・斑境の巾で果たすことになった機能を問題にしている。
、
）
山
川
幸
男
、
『
公
企
業
法
』
、
前
掲
七
○
頁
以
下
。
（⑪）さらに、戦後行政では法違反に対する刑事罰の発動が著しく抑制されていたことも、この傾向を加速した。阿部泰隆亘、政の法シ
（蛇）従って、例えば而汕〈
う
な
法
運
川
も
可
能
に
な
る
。
法
学
志
休
第
九
十
七
巻
第
四
号
’
二八
（
邪
）
公
取
委
が
、
公
披
馴
業
分
野
に
独
禁
法
を
適
川
し
始
め
る
の
は
よ
う
や
く
一
九
八
○
年
代
か
ら
で
あ
り
、
そ
れ
も
、
警
告
な
ど
の
強
制
力
の
な
い
非
公
式
描
脚
が
採
ら
れ
る
こ
と
が
多
か
っ
た
。
（、）道路運送につき森川朗「許認可行政と官恢制」、岩波書店一九八八年、エネルギー産業につき、幻・〕・の口日直巴⑭．前掲書○また行政
指
導
に
関
す
る
総
合
的
分
析
と
し
て
、
新
藤
宗
幸
口
汀
政
指
導
ｌ
官
庁
と
業
界
の
間
‐
ム
、
岩
波
書
店
一
九
九
二
年
、
な
ど
参
照
。
（釦）聯業者剛体の実態については、公正取引委員会編「邪業者団体の活動と独占禁止法』（商事法務研究会一九九三）参照。
（
訓
）
戦
後
の
邪
業
者
川
体
は
、
戦
時
の
統
制
会
と
の
述
統
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
例
え
ば
ト
ラ
ッ
ク
馴
業
で
は
、
戦
時
と
異
な
り
戦
後
は
複
数
の
事
業
者
団
体
が
競
合
す
る
状
況
が
続
き
、
そ
れ
が
一
本
化
さ
れ
る
の
は
、
事
業
法
に
よ
る
規
制
が
定
着
す
る
一
九
六
○
年
代
末
で
あ
る
（
神
奈
川
県
ト
ラ
ッ
ク
協会『神卜協二○年史」、交通毎日新聞、一九八九年、一頁以下参照）。このように戦後の団体は、戦後の公益事業法のもとで新たに形
成
さ
れ
た
と
い
う
側
川
を
持
つ
こ
と
を
無
視
し
て
は
な
ら
な
い
。
（
蛇
）
従
っ
て
、
例
え
ば
而
汕
危
機
の
よ
う
に
物
価
政
簸
上
耐
人
な
問
題
が
生
じ
た
場
合
は
、
他
上
げ
巾
訓
の
一
斉
取
下
げ
に
よ
る
料
金
の
一
時
凍
結
と
い
う
よ
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（
”
）
こ
れ
は
、
八
○
年
代
末
か
ら
Ｎ
Ｔ
Ｔ
分
割
を
め
ぐ
っ
て
対
立
が
生
じ
た
岻
気
通
信
に
お
い
て
剛
符
で
あ
る
が
、
鉄
道
に
つ
い
て
も
、
九
○
年
代
に
Ｊ
Ｒ
へ
の
プ
ラ
イ
ス
キ
ャ
ッ
プ
制
の
導
入
を
巡
る
対
立
な
ど
を
通
じ
て
顕
在
化
す
る
。
（別）その実態については、政府規制と競争政策等に関する研究会『物流分野における政府規制の見直しについて』、公正取引委員会一
Ⅲ
水
に
お
け
る
公
餓
班
業
法
の
鵬
史
的
股
側
と
規
制
緩
和
・
規
制
改
雌
（
岸
井
）
二
九
（
鯛
）
消
費
者
代
表
は
、
審
議
会
メ
ン
バ
ー
と
し
て
、
事
前
の
調
整
が
す
ん
だ
後
に
間
接
的
に
関
わ
る
に
す
ぎ
な
い
。
（
卵
）
そ
こ
で
は
、
行
政
は
消
費
者
利
益
を
代
弁
す
る
役
割
を
受
け
持
ち
、
そ
れ
が
バ
ー
ゲ
ニ
ン
グ
の
材
料
に
な
る
と
と
も
に
、
自
ら
が
国
民
の
利
撒
の
代
表
者
であるという、行政の強烈な「代行行意識」を生み川すことになる。
（別）規制緩和の風体的な内容と巡行状況については、政府の『規制緩和推進汁脚』三几几九年改定版）、総務庁細『規制緩和口叫』、
入
城
満
印
別
刷
一
九
几
九
年
、
な
ど
参
照
。
（
皿
）
岻
気
迦
偏
で
は
、
端
末
機
器
や
デ
ー
タ
迦
偏
の
向
山
化
が
な
さ
れ
る
と
共
に
、
新
た
に
岻
気
通
信
設
備
の
接
続
と
共
川
に
関
す
る
規
定
が
設
け
ら
れ
、
民
溌
化
に
よ
っ
て
誕
生
し
た
川
本
電
信
祗
話
（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
）
の
回
線
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
第
三
者
に
よ
る
利
川
を
認
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
通
信
サ
ー
ビ
ス
に
妓
争
を
導
入
す
る
道
を
開
い
た
。
た
だ
し
そ
こ
で
も
、
回
線
接
続
に
つ
い
て
当
躯
者
間
の
協
議
を
優
先
す
る
パ
ー
ゲ
ニ
ン
グ
唖
の
規
制
が
採
川
さ
れ
て
い
た
（
祗
気
通
信
（“）而易ガスと祁巾〃『
度
化
し
た
も
の
と
言
え
る
。
（価）『・勺・○・丘月日・由
（㈹）今村成椥、「公企難
行
）
岸
艸
入
太
郎
「
公
倣
、
（州）この点の柑摘とし一
○市円○口。且。シ顛巴厨。
（㈹）川本の経済津規制における川家の”弱さ“については、幻・〕・の仰ｇ：一旦似個脊、及びＲ・』・サミュエルズノ北山俊也訳「川本にお
け
る
脚
家
の
ビ
ジ
ネ
ス
」
レ
ヴ
ァ
イ
ァ
サ
ン
二
号
二
九
八
八
年
）
八
川
口
以
下
参
照
。
（“）而易ガスと祁巾ガスの調整を図っていた地方ガス班蕊へ洲轆協議会（ガス醐業法川扣条の５）などは、このようなパーゲーーングを制
度
化
し
た
も
の
と
言
え
る
。
ま
た
、
道
路
巡
送
に
お
け
る
バ
ー
ゲ
ニ
ン
グ
の
尖
態
に
つ
い
て
は
、
森
川
・
前
掲
が
詳
し
い
。
（価）『・勺・○・］ロ一括日・囑幻のいロ］目。□目□且日日②〔の『８８コ汀ＰＣ厨・ｊｍの』］・ｐ９ｍ－ｏ（同８口・目８一段（ご『の）
（㈹）今村成椥、「公企業および公企業の特祢」、川巾二郎仙鯛、。、政法講座節六巻・行政仲川』、、斐閣一九六六年、一六川風以下。
（
柳
）
岸
艸
入
太
郎
「
公
倣
耶
撚
に
お
け
る
規
制
の
綬
和
と
改
雌
」
綴
済
法
峨
ム
ハ
綱
『
規
制
綬
和
と
川
凹
背
』
綴
済
法
学
公
年
柵
一
六
冊
翼
一
口
以
下
。
（州）この点の』阿揃として、○・ぐの］〕目ｏくい嵐●巳の】Ｊゴの幻のｍ巳⑪口ｏｐｏＰＢの．，ご幻の囚』』回画ｏｐＲ】口冨口鼻の〆のＰ○『の」）§ｏく②厩ぱめは目［の
ス
テ
ム
（⑫）雑
れた。
入
す
る
道
を
開
い
た
。
た
醜業法Ⅲ犯条・羽条）。
人〈新版〉（下迄、汀斐川一九几七年、四四几画以下。
薬瓢法珊件、岐判昭和五○・四・三○氏災二九巻四場五七二頁。そしてこの点が、皿常の許可と区別される公益耶業法の特徴とさ
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（
卵
）
こ
の
よ
う
な
方
向
は
、
一
九
九
五
年
に
通
産
省
の
巌
業
構
造
審
議
会
が
ま
と
め
た
「
経
済
構
造
改
革
」
に
関
す
る
報
告
書
に
明
瞭
に
見
る
こ
と
が
で
き
る
（通商産業省編、「二一世紀への日本経済再建へのシナリオーー産業構造審議会総合部会基本問題小委員会報告』、通商産業調査会、一
九九五年）。そこでは、規制緩和は、Ⅱ本綴済の高コスト構造を足正して二一世紀にあらたな経済成長を達成するための手段と位慨づ
け
ら
れ
、
政
愉
制
度
の
改
革
と
の
関
述
に
明
確
粒
位
側
づ
け
が
与
え
て
い
な
い
。
（
㈹
）
こ
の
点
に
側
す
る
実
証
的
研
究
と
し
て
、
住
友
生
命
総
合
研
究
所
編
『
規
制
緩
和
の
経
済
効
果
』
（
東
洋
経
済
新
報
社
一
九
九
九
）
参
照
。
（Ⅲ）ＮＴＴ分割問題は持株会社という中途半端な形で決若した。また電力の発電・送電の分離には強い抵抗があり、月下のところ、送
電部門の情報遮断等に関して電力会社の自発的対応による最低限の機能分離がなされるにとどまっている。
（皿）岐近では、通産省と公取委が共同で、電力などについて「適正な咽力取引についての桁針」二九九九）を作成するなどの新しい
動きも川ているが、これは例外的なものにとどまっている。また、その作成も、通廠行所箭の岻凱馴業稀畿会で行われるなど（公取委
は
オ
プ
ザ
１
バ
ー
参
加
）
、
変
則
的
な
も
の
で
あ
っ
た
。
（田）例えば、岻凱迦偏の回線接統ルールの設慨・皿川は耶災上郵政行のＷ禰耶項となっており、また空港の発打枠の配分ルールもＷら
巡
愉
行
の
懇
談
会
で
検
討
さ
れ
た
。
（“）少なくとも、航争政策上の問題が生じる措悩については、公取委への通知や商科の提供あるいは公取委との協議など、公取委の脂
摘や判断を岬砿する制度的仕組みが工夫される必喫がある。また、川謀略仇訓求や鑛止調求などの私訴を充火させ、私人に独禁法実現
の機会を与えることも菰嬰である。
（“）例えば、郵政行の行政改球会議提出資料「愉報通信行政のあり刀」（】ｇ『・巨・后）参照。ここでは、樅限の手中による行政迦衡
側も少なくない。
（卵）このような＋
（通商産業省編、
九九五年）。そ》Ｌ
け
ら
れ
、
政
治
制
昨
（鏑）このような規制緩和の川際的波及については、の厭くのＰ宍・ぐｏいの］・】の⑩α・印８『冨日胃夙菖・『の幻巳のいＨＳ回ＢｇＱ円６日・ロ叩（どＮ，
：］一口。】ぐの２口や忌協．（州訳『規制大国Ⅲ本のジレンマ」東洋維済一九九七年）参剛。
（妬）「公企業の特許」に関する現在の行政法学の考え方については、藤川宙附司町政法人Ⅲ』行斐側一九九六、九七瓦以下、小早川光
郎つ汀政法上』弘文堂一九九九、二○一口以下など参川。
（師）この点については、の．【ぐ○冊Ｆ前側併参剛。
（”）さらに、サービスの砧画の確保、安全性や風境川Ｍへの対処、皿傭におけるプライバシー保護など、新たに必挫とされる社会的岨
，法学志林
九九Ｎ年、参照。
第
九
十
七
巻
第
四
号
三
○ 
Hosei University Repository
〈追記〉
木論文は、□＆【日。厩⑪葛・蔭患い８１８－句８目『の⑫。｛］：：．⑪ＵＥｇＣｐ【冨弓炉閨「⑪目ＱＳの口目病。（己国の堀口］且。。．・勘②。ａ貝切＆§８
百℃目」○ミョ貝（ぐ・旨ョの㈲・目日すの２．』＄し）・ロロ・命－３に加簸・修正したものである。日本語版の渦紋にあたってはオックスフォード
大学出版局と泣企凪大学社会科学研究所の許可を受けた。記して感謝の意を表明する次第である。
の
効
率
性
が
強
調
さ
れ
、
先
に
批
判
し
た
占
緬
改
革
後
の
行
政
委
貝
会
の
廃
止
が
逆
に
高
く
評
価
さ
れ
て
い
る
。
（師）この点では、回線接続に閃する手続に公開や意見徴収を熱入した磁気通信涛議会の議耶辮査手続細川（己召・司）が注目される。
た
だ
し
、
審
議
会
の
人
選
や
権
限
の
明
確
化
、
審
査
に
お
け
る
手
続
的
権
利
の
保
障
な
ど
、
埜
本
的
な
制
度
の
整
備
は
依
然
と
し
て
不
十
分
で
あ
る
。
（町）行政手続法は、政省令などの規則制定手続を規定していない。この点を含めた同法の批判については、行政手続法対案研究会「行
政
手
続
法
要
項
案
に
対
す
る
対
案
」
行
財
政
研
究
一
三
号
七
頁
以
下
参
照
。
な
お
、
規
則
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成
に
当
た
っ
て
活
用
さ
れ
は
じ
め
た
“
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
”
も
、
行
政
の
側
の
自
発
的
対
応
に
待
つ
部
分
が
大
き
い
の
が
現
状
で
あ
る
。
（
曲
）
な
お
、
行
政
に
よ
る
事
前
審
査
の
恐
意
性
を
克
服
し
ル
ー
ル
の
透
明
化
を
図
る
た
め
に
提
案
さ
れ
た
、
空
港
の
発
着
枠
の
再
配
分
へ
の
人
札
制
度
の
導
入
案
は
、
人
札
料
の
転
嫁
に
よ
る
価
絡
上
昇
の
可
能
性
や
、
企
業
の
資
水
力
桁
差
に
よ
る
寡
占
化
の
危
険
性
な
ど
を
剛
山
に
棚
上
げ
さ
れ
て
い
る
。
巡
輸
省
「
ス
ロ
ッ
ト
配
分
方
式
検
討
懇
談
会
報
侍
」
（
一
九
九
八
年
）
参
照
。
ま
た
、
何
棟
の
観
点
か
ら
の
、
班
波
の
川
波
数
判
当
て
へ
の
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
ヵ
式
の
猟
人
の
検討も日下のところ頓挫している。郵政宵「祗波資源の有効活川刀簸に関する懇談会報告」（一九九七年）等参照。
（
的
）
こ
の
場
合
、
規
制
に
関
わ
る
審
査
・
判
断
能
力
を
高
め
る
た
め
に
、
高
い
専
門
的
知
識
・
技
能
を
有
す
る
ス
タ
ッ
フ
を
多
数
採
川
す
る
こ
と
が
画
要
で
あ
る
。
ち
な
み
に
、
ア
ジ
ア
も
含
め
た
諸
外
国
で
は
、
大
学
院
で
経
済
・
法
祢
な
ど
の
博
士
号
を
取
得
し
た
規
制
機
関
の
ス
タ
ッ
フ
が
数
多
く
存
在
す
る
。
（
わ
）
規
制
改
革
の
課
題
と
し
て
は
、
地
方
分
権
の
問
題
も
重
要
で
あ
る
が
、
地
方
自
治
制
度
の
抜
本
的
な
改
革
と
関
わ
る
こ
と
か
ら
、
本
稿
で
は
触
れ
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
ま
た
機
会
を
改
め
て
検
討
す
る
こ
と
に
し
た
い
。
Ⅱ
本
に
お
け
る
公
益
醜
業
法
の
歴
史
的
展
開
と
規
制
綬
和
・
規
制
改
革
（
岸
井
）
三
一
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